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資 本 金 10.36億円
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株式会社ブルボンの創業について
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関東大震災
菓子の供給がストップ

大正13年11月（1924年）
ブルボンの前身は、新潟県柏崎市内の和菓子の老舗「最上屋」から発祥した
「北日本製菓」であり、その創業者である吉田吉造は関東大震災の影響から
地方への菓子供給が全面ストップした窮状を見て、「地方にも菓子の量産工
場を」と決意、大正13年に柏崎駅前でこの事業を興しました。資本金10万円
でビスケット製造を開始しました。

～地方にも菓子の量産工場を～



株式会社ブルボンの物流について
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【物流の役割】
・産業経済ならびに国民の生活・

経済を支える
インフラストラクチャー

【物流の使命】
・物流を止めない＝

社会的使命

【物流効率化】
・持続可能な物流の実現

【BCP】
・荷主と物流事業者が連携した

BCPへの取り組み



ブルボンと物流委託業者の連携体制構築モデル

5

荷 主 物流事業者

ステップ１ 人材の育成 人材の育成

ステップ２ BCPや行動マニュアルの作成

ステップ３ 行動マニュアル等情報の共有

ステップ４ 定例会による問題点の洗い出し

ステップ５ 互いの行動マニュアルの見直し

ステップ６ 行動マニュアルに基づく共同した訓練の実施

ステップ７ 行動マニュアルの発展 ＢＣＰへの展開

ステップ８ 荷主と物流事業者の連携強化

BCPや行動マニュアルの作成

繰り
返し

行動マニュアル等情報の共有

・荷主の求める事項、物流事業者の提案事項の伝達、共有

・ BCP担当者の確保、セミナーへの参加推進、社内教育体制の整備

・ 役割分担、基本動作、作業手順等を示したBCPの考え方に基づく行動マ
ニュアルの作成

・ 作成した行動マニュアル等を相互に共有

・ 荷主は物流事業者が代替手段、輸送ルートを提案しやすい場を設置
・ 物流事業者との目標復旧時間や最優先商品情報の共有
・ 発災時の交通インフラや貨物位置情報等の情報共有体制の整備 等

・ 訓練の実施やBCP・行動マニュアルの見直しは、荷主や大手物流
事業者から協力会社や下請けなどの中小の物流事業者へ働きかけ

・ 「荷主と物流事業者が連携した訓練マニュアル」を活用した訓練の実施
・ 初期段階では情報連絡体制が機能するかを確認する訓練を実施
・ 熟練度が上がってきたら、訓練レベルを上げて実施

サプライチェーンの維持に向けた事業継続上の取組の継続的な実施
（事業継続マネジメント：BCM）



ブルボンと物流委託業者の連携体制構築モデル
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製造部門（製）のBCP
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【大雪等 事前に予測可能な災害への対策】

【2】役員の招集・対策協議

【3】人命を最優先とする出勤体制の決定

【4】振替稼働日と出勤体制の決定

【5】工場稼働に必要なキーマン（工場長等）への工場待機

【6】キーマンの支援体制

《製造出勤者の安全最優先に考えた生産体制》

【1】原材料ストック（備蓄）基準の設定



物流部門（配）のBCP
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《乗務員、お得意先の安全最優先に考えた運行計画と納品体制》

・事前に天気予報や、リアルタイムな道路状況を確認して、運送業者への運行
計画を提案。



物流部門（配）のBCP
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《複数の輸送モードを併用した幹線輸送体制》

・中長距離輸送となる物流拠点への幹線輸送は複数の輸送モードを併用。

【生産工場】
新潟県・山形県
工場９ヶ所

福岡物流センター
10tﾄﾗｯｸ 5台
12ftｺﾝﾃﾅ 11台
31ftｺﾝﾃﾅ 2台

岡山物流センター
10tﾄﾗｯｸ 2台
12ftｺﾝﾃﾅ 15台
20ft.31ftｺﾝﾃﾅ 2台

堺物流センター
10tﾄﾗｯｸ 12台
12ftｺﾝﾃﾅ 15台

小牧物流センター
10tﾄﾗｯｸ 10台
12ftｺﾝﾃﾅ 6台

厚木物流センター
10tﾄﾗｯｸ 5台

白岡物流センター
10tﾄﾗｯｸ 18台

佐野物流センター
10tﾄﾗｯｸ 4台

札幌物流センター
10tﾄﾗｯｸ+フェリー 1台
12ftｺﾝﾃﾅ 7台

仙台物流センター
10tﾄﾗｯｸ 4台

【1日当たりの輸送量】
・10tトラック ＝71台
・鉄道コンテナ ＝57台

新潟物流センター
10tﾄﾗｯｸ 10台

幹線輸送での協力会社＝約30社



物流部門（配）のBCP

10

《乗務員、お得意先の安全最優先に考えた運行計画と納品体制》

・バックアップ体制について

本社機能
【新潟県柏崎市】

遠隔地データ
バックアップ

【データ管理】 【稼働管理体制】

本社機能
【新潟県】

《新潟物流所》

《福岡物流所》

《大阪物流所》

《名古屋物流所》

《関東物流所》

《岡山物流所》

被災時のバックアップ体制



物流部門（配）のBCP
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・大規模災害に対する物流網構築（作業の標準化、物流
事業者との連携）について【事例8】

【㈱ブルボン】
・業務推進管理部員

＝運行管理者
（12名）

【運送事業者】
・配車担当＝
運行管理者

運行指示について



物流部門（配）のBCP
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・大規模災害に対する物流網構築について ・新潟県は、日本海側の日本の中
心地でもあり、大規模災害発生時
のサポート機能の拡充が必要。

日本海側、日本の中心地から
の支援体制



物流部門（配）のBCP
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・【参考資料】関東大震災（1923年9月1日 M7.9）による横浜港の状況

【1】関東大震災は『三つ子地震』 【5】住宅全壊棟数
11時58分32秒にＭ7.9の本震から3分後の12時01分にＭ7.2が起き5分後の12時3分にＭ7.3 ①住宅全壊棟数で確認を行うと東京が1万2000棟に対し、横浜市は1万6000棟となる。

の巨大地震が発生した。 人口は約5分の1であるが、全壊した住宅は横浜の方が多い。

本震の中央が神奈川県西部、続いて東京湾北部、山梨県東部が地震の震源になる。 揺れが横浜に集中した事が示されている。

【2】関東大震災は、東京の地震ではなく神奈川県が揺れた地震 ②横浜市の全世帯数95％が罹災、工場の23％が消失した。

関東大震災といえば、多くの人が想起するのは4万人余りが犠牲になった『本所深川の陸軍 道路、軌道の壊滅、車両の焼失等により陸上交通の途絶えと共に横浜税関をはじめとする

被服廠跡地』での火災旋風の印象が強い。 港湾関係官公署も多くが倒壊または焼失し横浜港も壊滅的な被害をこうむった。

この印象が強いせいか、関東大震災といえば東京都が被害の中心に思われがちであるが、

そうではない。 ③煉瓦の倉庫が一瞬のうちに崩れ落ちる等揺れが非常に大きかった。

海に面して走るバンド（海岸通り）に並んでいた洋風のホテルや建物等も全て倒壊した。

【3】神奈川県の震度 東京の下町と同様に埋立地とそれ以外では倒壊の状況が違っていた。

震源地の直下にあたる神奈川県が中心となっており、震度『7』の激震地区も広範囲に渡る。

津波被害は、東京には無かったが神奈川県では津波により200～300人が亡くなる。 ④横浜港から港に向う日本大通りと直交する本町通りは古くから陸地であった場所。

土砂災害では、700～800人が亡くなり、土砂災害の大半が神奈川で起きている。 その為、県庁や開港記念館などがある本町通り沿いでは倒壊しなかった建物も数多く

残されている。

【4】横浜市の人口 現在も本町通り周辺では高層でも杭を打たずに建物が建てられている。

当時の横浜市は、西区、中区、神奈川区、南区を中心にした現在の市域の10分の1程の

地域に約42万人が居住し、東京の約5分の1であった。 ⑤震災前の横浜港規模

震災前の横浜港は、明治22年9月から大正9年まで約30年間に渡り大規模な港湾修築工事

が進められる。

岸壁2,000ｍ・物揚場2,400ｍを有し、陸上施設も上屋・倉庫をはじめ各種の荷役機械が整備

されていた。

大正11年の外国貿易物量は約468万トン、金額15億5,000万円に達し、全国貿易総額の44％

を占めていた。

関東大震災はこれ等を含む全ての施設を瞬時に破壊した。

非常発令に基づき大正12年9月3日から20日までに徴発された114隻、約35万トンの船舶は

全国からの救援物資を満載し横浜港付近に集結したが、横浜港の機能はマヒ状態になって

おり、東京方面への物資中継はおろか、横浜市民の為の救援物資陸揚げさえ困難を極めた。



物流部門（配）のBCP
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・【参考資料】関東大震災（1923年9月1日 M7.9）による被害状況と地震年表

関東大震災による横浜港主要施設被害状況 主な関東（首都圏）の地震年表
東水堤端約909ｍ、北水堤端部約418ｍの部分が平均2.4ｍ陥落、堤頭部 規模

はいずれもほぼ水中に約3.3ｍ沈下。 1 2005年7月23日 千葉県北西部地震 Ｍ６．０

大桟橋は495ｍのうち、前方船舶係留に使用する367ｍのコンクリート構造 2 1992年2月2日 東京湾南部地震 Ｍ５．９

の拡幅部を危く残し、他は全部挫折陥落し、上屋は全焼する。 3 1987年12月17日 千葉県東方沖地震 Ｍ６．７

新港埠頭の岸壁総延長約2,000ｍのうち、やや旧型を残した1号、2号、6号 4 1956年9月30日 千葉県中部地震 Ｍ６．３

を除きほとんど全部倒壊。 5 1923年9月1日 関東大震災 Ｍ７．９

4 倒傾あるいは、滑出等により、延長1,480ｍの全部に被害が出る。 6 1922年4月26日 浦賀水道地震 Ｍ６．８

5 税関付近をはじめ、倒壊した岸壁・浮き艀等の埋没。 7 1921年12月8日 茨城県南部地震 Ｍ７．０

税関構内のものは全部焼失、新港構内の鉄筋鉄扉制岸壁上屋11棟の 8 1915年11月16日 房総半島群発地震 Ｍ６．０

内、全てが火災、全半倒壊、木造上屋・倉庫は全焼。 9 1895年1月18日 茨城県南部地震 Ｍ７．２

（震災前において面積3万坪を有した税関構内の上屋・倉庫の中で残存 10 1894年10月7日 東京湾地震 Ｍ６．７

使用に耐えるものは8,000坪） 11 1894年6月20日 明治　東京地震 Ｍ７．０

岸壁上の可動電気起重機18台は全部倒壊。 12 1855年11月11日 安政　江戸地震 Ｍ６．９

定置起重機でも50トン起重機をはじめ全部大破して使用不可能。 13 1853年3月11日 嘉永　小田原地震 Ｍ６．７

9 震災前2,859隻あった艀のうち984隻が焼失・沈没。 14 1782年8月23日 天明　小田原地震 Ｍ７．０

10 震災前約4,000人を数えたが、震災後は1,400人～1,500人 15 1703年12月31日 元禄地震 Ｍ８．２

16 1697年11月25日 元禄　鎌倉地震 Ｍ６．５

17 1633年3月1日 寛永　小田原地震 Ｍ７．０

10,000 多数

不明 不明

150 多数

10,000 多数

100 多数

あり あり

9 68

0 0

31 197

2 23

0 0

0 5

2 161

0 4

142,807 103,733

死者 負傷者

0 38

0 34

8 陸上荷役機器

艀

沖人夫

発生日 名　称

護岸及び物揚場

船溜まり等

6 陸上施設

7 上屋及び倉庫

1 （水域施設）防波堤

2 桟橋

3 岸壁



ご清聴ありがとうございました。
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